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ドイツと日本における聴覚障害者の統合教育
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要旨：本論文では、ドイツと日本の義務教育における聴覚障害者児童のインテグレーションを対象とする。そ
の際、日独両国における授業の典型的な統合形態を記述し、その利点と欠点とを検討する。さらに、日独両国
の統合形態を相互に比較し、それらの形態をインテグレーション、インクリュージョン、ノーマライゼーショ
ンの概念へと分類する。
キーワード：インテグレーション、インクリュージョン、ノーマライゼーション、聴覚障害、日本、ドイツ
1
聴覚障害という概念には、難聴者、ろう者、中途失聴
者、人工内耳使用者等、様々な集団が含まれており、こ
れらに共通しているのは、聴力が低下あるいは損失して
いるということである。しかし、このような「聴覚障
害」という言葉の純粋に概念的な研究が記述しているの
は、外的なメルクマールあるいは症状にすぎず、その人
たちにとって実際に意味するものは何であるのかという
ことや、聴覚障害がその人たちの生活にどのような影響
を与えるのかということではない。特別支援教育者のア
ンネッテ・レオンハルト（Annette Leonhardt）が強調
しているように、実際の障害は、内的な心的状況のなか
にあるのであって、障害によって浮かび上がってくるの
は、コミュニケーションが困難であるために、他者とコ
ンタクトを持ったり、人間関係を作ることに制約が課さ
れるということである。このことは、特に聴覚障害によ
って現れてくる（Leonhardt２０１０: ２０）。
コミュニケーションへの制約があるということが、聴
覚障害者の主要な特徴であり、この点で他の障害とは異
なっている。視覚や精神、身体の障害を持った人は、健
常者とのコミュニケーションを言葉によって行うことが
でき、自分の環境に言葉で反応することができるのに対
して、聴覚障害者の場合、その能力は全くないか、著し
く制限されている。聴覚障害ではこのことがしばしば問
題になるので、手話のように自分の考えや感情を表現す
ることが必要になる。この点が、本研究の主な関心であ
る。
コミュニケーションの支援、なかでも特に社会的能力
あるいは社会的言語能力の獲得は、学校において最も重
要な教育目的である。しかし聴覚障害を持っている生徒
は、コミュニケーションの制約ゆえに、コミュニケーシ
ョン能力を限定的にしか獲得することができない。聴覚
障害のための伝統的な教育施設は、ろう者や難聴者のた
めのものが中心であり、聴覚障害者は授業を受け、障害
の程度に応じてコミュニケーションの仕方が変えられて
きた（Leonhardt２０１０: １４９）。
しかし近年、統合授業を提供できる普通学校や施設が
重要な意味を持つようになっている。これらの施設で特
に注目されているのは、すべての子どもに成長の平等な
機会を与えるために、聴覚障害の生徒と障害のない生徒
とのコミュニケーションの場を提供し、人間の相互関係
を構築できるようにしていることである。
本論では、日本とドイツにおける義務教育での障害者
の統合可能性について研究する。ろう者と難聴者、また
若者とその統合教育とが主な対象となる。
第２節ではまず、インテグレーション、インクリュー
ジョン、ノーマライゼーションの概念の定義を行い、そ
れらの方法的な違いを明らかにする。第３節では日本の
教育制度と特別支援教育の位置づけについて記述する。
さらに第４節では日本の統合教育の形態、特殊学級、通
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なされている。
違いは承認されない。
級による指導、交流教育、交流活動の４つの形態につい
て記述する。第５節では、ドイツの教育制度と特別支援
教育の位置づけを扱い、第６節ではドイツにおける統合
教育の形態を論じる。ここでは、単独統合、統合学級、
予防統合／逆統合、追加総合制学校／合同総合制学校、
バイリンガル授業／共同授業について扱う。第７節では
日独の統合形態を比較する。結論では、もう一度、これ
らの記述を批判的に考察し要約したい。ここでの問題関
心は、日独の教育において統合という考えがどのように
実現できたのかということである。音声を聞くことがで
きることを前提にした社会に聴覚障害者を適応させるた
めに、両国はどのような対策を行っているのだろうか。
本論ではこの点を、インテグレーション、インクリュー
ジョン、ノーマライゼーションの３つの概念を用いて考
察したい。以下の第２節では、この３つの概念について
説明する。
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ドイツと日本の授業の違いをより正確に観察できるよ
うにするために、まず、インテグレーション（Integra-
tion：統合）、インクリュージョン（Inklusion：包摂）、
ノーマライゼーション（Normalisation：規範化）という
３つの概念をどのように区分するかここで説明したい。
インテグレーションの概念は、教育学の分野で使われ
ているだけでなく、移民や障害者などのマイノリティを
共同体や社会全体で受け入れるための提案として、政治
的・社会的な議論においてもしばしば取り上げられてい
る。エミール・デュルケームやゲオルク・ジンメル、
ハーバート・スペンサーなどの古典的な社会学者は、イ
ンテグレーションが次の二つの側面に依存しているとい
うことに気づいていた。一方でマイノリティである個人
は、共同体に統合されたいと望んでいるに違いない。他
方で共同体は、インテグレーションを許容し、マイノリ
ティを受け入れる必要がある。インテグレーションの目
的は、マイノリティの個人が、社会的な決定プロセスや
社会的資源（例えば教育）へと平等に参加できるように
なるということである（Lewinski-Reuter, Lüddemann
２０１１: ８４）。
ドイツの教育学者レーダーによると、日本の特別教育
の領域においては、Integration」に該当する概念として
「統合」と外来語の「インテグレーション」という２つ
の概念があり、これらは同義語として用いられている
（Roeder２００１: ９９）。小林は、特別支援教育の分野にお
ける「インテグレーション」について、それを障害者と
非障害者の双方の児童がひとつの同じ場所で授業を受け
ることと定義している（Kobayashi２０１１: １０８）。しか
し、その際に小林は、レーダー（２００１）と同様に、イン
テグレーションとインクリュージョンとノーマライゼー
ションの３つの概念を区分している。以下では、この３
つの概念をより正確に区分したい。
すでに述べたように、インテグレーションの場合、マ
イノリティ・グループ、つまりここでは聴覚障害者は、
非障害者であるマジョリティへと受け入れられ、彼らに
同化されなければならない。つまり、聴覚障害者はその
ルールと価値とを引き受けなければならない。レーダー
は単に聴覚障害者のグループが適応すること、あるいは
変化することを期待しているだけという、一面的な行動
傾向しか重要視されていないことを批判している（Roe-
der２００１: １００）。
インテグレーションの場合、マイノリティだけが社会
に適応するように変化しなければならないのに対して、
図表１ インテグレーション、インクリュージョン、ノーマライゼーションの概念区分
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インクリュージョンの場合、マジョリティもマイノリテ
ィも変わる必要はない。この意味でマジョリティはマイ
ノリティ・グループの独自性を受け入れる必要があると
される。聴覚障害の児童も、非障害者も、同じひとつの
空間にいるべきであり、同じ授業を受けるべきである。
障害者は特別な支援を必要としているが、非障害者も、
例えば不得意な科目があれば、特別な支援を必要とする
場合がある。この意味で、教育者は、あらゆる個人に対
して、教育上の必要性に応えたり、学習上の不得意なも
のを改善するように努めるべきである（Roeder２００１:
１０１）。
ノーマライゼーションの概念は、デンマークで１９５９年
に提出された法案、いわゆる「ノーマライゼーション条
例（Normalization Act）」によって登場した。この法律
は、デンマークにおける障害者との関係を確立したもの
であり、教育分野でも障害者に対して非障害者と同等の
権利と義務を保障したものである（Holst１９９９: １８０）。
しかしこの概念も様々な批判を受けることになった。そ
の主な批判点は、障害者が「正常（normal）」に生活で
きるようにするべきであるとする「正常性（Normalität）」
についてであった。多様化した社会では個人の生活は
様々であるのに、何が「正常」な生活に含まれるのかと
いう問題を批判者たちは提起した。ノーマライゼーショ
ンは、社会が何を正常とみなすかということを事前に規
定するという「正常さによる圧政（Tyrannisierung）」を
引き起こしかねないと批判された（Holst１９９９: １８１）。
しかし、特別支援教育分野では、デンマーク政府が用
いたものとは違って、ノーマライゼーションの概念は、
肯定的なものと考えられている。ノーマライゼーション
の理念が示すのは、マイノリティのグループ、つまりこ
こでは障害者のグループだけが、変化や適応を行うので
はなくて、マジョリティ自身も、障害者の特徴や異質性
に取り組み、変わらなければならないということであ
る。障害者を受け入れることは、重荷や負担と考えるべ
きではないのである（Roeder２００１: １０１－１０２）。
教育において障害者にも同じ権利が必要とされるな
か、ここで取り上げた３つの概念は、目的、つまり理念
的な状態の状態に応じて理解することができる。
図表１では、３つの概念の違いを視覚的に表現してお
り、ノーマライゼーションは特別支援教育において達成
されるべき目標と考えられている。ここではこの図につ
いて説明しよう。まず小さな四角い記号が表しているの
は、健常者あるいはマジョリティであり、それに対して
小さな丸い記号が表しているのは、障害者あるいはマイ
ノリティである。
インテグレーションの場合、確かにマイノリティは、
共同体へと受け入れられているものの、しかし引き続
き、ある特別なグループとして共同体のなかで仲間はず
れにされている。マイノリティは、共同体とより緊密に
コンタクトを取れるようにするために、その規則と価値
とを受容しなければならない。
インクルージョンの特徴は、この図が示しているよう
に、マイノリティとマジョリティが混ざり合っているこ
とにある。その際、マイノリティ・グループが持つ特異
性は受け入れられており、マイノリティはマジョリティ
の規則と価値とを完全に受容する必要はない。しかしな
がら、彼らの主張はマジョリティに対する負担や挑発と
みなされている。
ノーマライゼーションは、インクルージョンの場合と
は異なり、マイノリティの存在は負担ではなくて豊かさ
であると捉えられている。つまり、共同体全体がマイノ
リティをポジティブに処遇し、場合によってはマイノリ
ティに対する態度を変えなければならない。
この３つの概念が表しているのは、どのように障害者
を健常者の世界に受け入れるかについての教育制度の違
いをそれぞれ表している。まず次節では、日本とドイツ
の教育制度を記述し、その後にこの３つの概念によって
説明を加えることにしたい。
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日本の教育制度は、１９４７年にアメリカを模範として、
今日も存在している６－３－３－４制度へと改革した。
このシステムの構成は、６年制の小学校、３年制の中学
校と高等学校、第３期教育から成っている。義務教育の
期間は小学校と中学校の９年間で、学校教育の開始は６
歳からとなっている（MEXT２００４a）。
図表２が示すように、日本では幼稚園が学校制度のな
かに含まれており、３歳から通うことができるが、義務
的なものではなく、就学前教育となっている。３月３１日
までに６歳になった子どもが、４月から学校に通うこと
ができる（Leonhardt２００９: １４６）。
義務教育修了後、生徒の大多数は高等学校にも進学す
る。文部科学省によれば、２００３年度には１５歳の９７.３％が
高等学校への入学手続きを行っており、進学をやめた生
徒の割合はわずか２.３％である。大学や専門学校への進
学率は、２００４年度で７２.９％に達した（MEXT２００４b）。
日本の学校制度には、身体的・精神的な健常者のため
の学校教育だけでなく、障害児童を養育する特殊学校も
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存在する。特別支援教育は、上記の図が示しているよう
に、幼稚部、小学部、中学部から、高等部にまで及んで
いる。それ以上の進学を希望する障害児童は、普通学校
の授業内容に遡り、高等学校卒業程度認定試験（旧大学
入学資格検定）を受けなければならない。感覚障害者
（視覚障害者、聴覚障害者）が大学教育を受けることが
できる筑波技術大学は、その例外をなしている。
学校教育法第８０条によると、「都道府県は、その区域
内にある学齢児童及び学齢生徒のうち、視覚障害者、聴
覚障害者、知的障害者、肢体不自由者又は病弱者で、そ
の障害が第７５条の政令で定める程度のものを就学させる
に必要な特別支援学校を設置しなければならない」。「す
べての日本の都道府県には、少なくともひとつは必ず聴
覚障害者の特別支援学校または視覚障害者の特別支援学
校がある。他の障害のための特別支援学校の数にはばら
つきがある」（Leonhardt２００９: １４８）。このばらつき
は、都道府県の人口密集率、組織構造、財政力の状況か
ら生じている。
特別支援学校は、制度的にも学校政策的にも独自のも
のであり、文部科学省によって規定された、障害の程度
と生徒の学習能力に応じた特殊な授業計画が採用されて
いる（Roeder２００１: ３１）。障害に応じて様々な特別支援
学校があり、主に盲学校、ろう学校、養護学校がある。
養護学校では、身体不自由者、知的障害、病弱者など、
医師の看護が必要となる人に対する授業が行われている
（Roeder２００１: ３１）。学習障害や心理的な障害を持った
生徒には、特別支援学校が用意されていないため、普通
学校または特別教室に通わなければならない（Leonhardt
２００９: １４８）。
いつから特別支援学校に通う必要があるかは、障害の
程度によって異なる。例えば、両耳で６０dBから１００dB
以上の聴力である児童は、特別支援学校に通う。補聴器
などの補助器具があっても、平均的な声量を聞き取るの
が困難である場合も、特別支援学校に通うよう勧められ
る。両耳の聴力が６０dB以下であったり、補助器具があ
れば会話に参加することができる場合は、特別支援学校
に通うか普通学校に通うかを選ぶことができる（Roeder
２００１: ４６）。
聴覚障害のための特別支援学校の教育プログラムであ
る児童発達支援は、通常の入学最低年齢である６歳より
も前に始まっている。聴覚障害児童にはすでに１歳か
ら、個々人または集団での支援授業が公立学校で始ま
り、さらに言語習得の遅れなどのような別の障害ができ
るのを可能な限り防ぐために、教育アドバイスを受ける
ことができる。聴覚障害児童の保護者は、障害に関する
誤解を取り除いたり、児童に対する効果的な支援を行う
ための相談を受けられる（Roeder２００１: ４６）。聴覚障害
児童を教育する際に最も重要なことは、他者とのコミュ
ニケーションが可能になれば、日常生活の支障はほとん
ど、あるいは全く起こらないということである。日本で
は、その際に、手話か口話のどちらがこのことに適して
いるのかをめぐる議論が起こっている（Roeder２００１:
４６）。聴覚障害児童の特別支援教育には、高い水準の技
術が与えられている。例えばコンピュータを使った児童
の発話を表示・修正するシステムや、マイクや補聴器を
使って教師の講義内容を追いかけることのできる機械な
どである（Roeder２００１: ４６）。
次章では、時として特別支援学校で取り上げられる統
合対策について論じたい。
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子どもに「障害者」というスティグマを貼られないよ
うにするために、図表３が示すとおり、重大な障害のな
い児童の保護者たちの多くは、普通学校のなかでの支援
教育を選んでいる（Leonhardt２００８: ９６）。日本では、
統合教育に関する選択の幅は大きい。最も多く利用され
ている統合教育は、普通学校に併設されている特別支援
学級である。他にも、「通級」での支援授業などもある
（Leonhardt２００８: ９６）。
以下では、障害者児童を非障害者の共同体へと結びつ
け、特別支援学校の通学のオルタナティブになる統合教
育形態を紹介する。とはいえ、普通学級における障害児
童それぞれの統合に関しては、公式な学校統計のなかで
図表２ 日本の学校制度
参照：DINF２００９
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特別なものとしては行われておらず、またそれぞれの指
導員によって異なるので、これ以上詳しくは扱わない
（Leonhardt２００３: ６１）。
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特殊学級とは、障害児童に特化したクラスであり、空
間的にも授業計画的にも普通学級と関係しており、両者
の結びつきを作っている。特殊学級は、義務教育全体に
広がっており、内容的に児童の能力に応じた共通の授業
計画に基づいている（Leonhardt２００８: ９７）。生徒数の
定員は、８人程度であるが、たいていはこの数を下回っ
ており、そのため指導員はひとりひとりの生徒に耳を傾
けることができる（Leonhardt２００３: １６４）。特殊学級の
授業形態は、統一的な型に収まるものではなく、障害児
童の能力に応じて普通学級へと統合するための様々な方
法がある。「それぞれの生徒は、時間ごと（特に音楽や
体育、図工などの場合）に通常学級の授業に参加するこ
とができるが、特殊学級全体もまとまってその学年に応
じた普通学級へ行くことができ、そこで授業に参加する
ことができる」（Roeder２００１: １０４－１０５）。さらに学校
生活上の課題、例えば教室の清掃や通常学級の生徒たち
と一緒の朝礼が開かれ、共同の活動が行われるきっかけ
が作られている（Roeder２００１: １０５）。
聴覚障害の特殊学級を担当している教員は、専門教育
を受けた教育者であり、部分的には手話通訳の知識も持
ち合わせている。学級内でのコミュニケーションは、学
習者の必要性と能力に基づいており、日本手話や日本語
対応手話による支援や、「キュードスピーチ」という読
唇術や手話による発話などを支援する視覚コミュニケー
ションシステムなどによる支援も行われている（Leon-
hardt２００８: ９９）。
一週間の授業のうちの多くは、通常学級とも共に行わ
れる。多くの場合、その授業は、図工や音楽、体育など
である。さらにすべての特殊学級の生徒たちに「聴覚障
害学」というテーマの授業単位が設けられており、聴覚
障害者に特化した教育内容が普通学級の内部でも主題に
なっている（Leonhardt２００８: ９９－１００）。
. 	

特殊学級の生徒に対する支援授業は、１９９３年、学校法
第７３条２１項に基づき、すべての学校で実施された。その
内容は、教員それぞれが個別的に実施していたものであ
った。「通級による指導」とは、通常学級での聴覚障害
者を含め、障害者全般の授業を指す。障害者児童にとっ
て難しい授業科目があれば、通常の授業に参加させる代
わりに、個別授業や少人数授業を行う（Leonhardt２００９:
１５１）。
支援授業の条件になっているのは、障害の程度が軽度
であるということであり、さらに通常の授業についてい
くことができる場合である。この授業が特に重きを置く
のは障害を可能な限り克服し改善することであるが、通
常の授業内容の補助ともみなされている（Roeder２００１:
１０５）。支援授業は義務教育期間中、さらにそれが必要と
される場合にのみ行われる。補習の度合いは、月１時間
から多くても週８時間であり、これは障害の程度と学校
組織の状況によって異なる（Leonhardt２００９: １５１）。
一般的には、校内通級と自校通級、校外通級の３つの
授業形態がある。校内通級と自校通級は、生徒が自分の
学校の特殊学級に何時間か通う制度であるが、すべての
学校に支援授業があるわけではないので、障害に合わせ
た授業を受けるためには、他の学校に何時間か、あるい
は何日か通わなければならないこともある。このような
支援授業形態は、校外通級または他校通級と呼ばれてお
り、通学できることが条件になっている。支援学級の３
つ目の形態は、支援学級の先生が生徒たちのためにクラ
スに来るというもので、巡回指導と呼ばれており、特に
生徒数の少ない地方自治体で用いられている（Roeder
２００１:１０６－１０７）。
支援授業に参加している聴覚障害者の数は、レオンハ
ルト（Leonhardt２００９）によると、１９９３年から２０００年の
あいだにおよそ２倍に増加している。図表４から見て取
れるように、たいていの生徒は、自分の学校では様々な
理由からその人に必要な支援授業がないために、別の学
図表３ ２００３年度の生徒の度数分布表
特別支援教育を受ける生徒の数 １.６％（１７１,５４０人）
特別支援学校 ０.４７％
特殊学級 ０.７８％
通級 ０.３１％
通学できない生徒 ０.００１％
参照：Leonhardt２００３: ９６
図表４ 初等学校における支援授業に参加している聴覚障害
者の数（２００６年）
初等学校
全生徒数 自校内の通級
クラス
他校での通級
クラス
モデルプロジェ
クトのクラス
１,４９５ ２４８ １,１０５ １４２
参考：Leonhardt２００９: １５２
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校で受けるために、通学時間を割いて通学しなければな
らない（Leonhardt２００９: １５２）。
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交換授業は、文部省のプロジェクトで行われるように
なった。１９７９年以降、全国の小中学校で交換教育のモデ
ルが施行され、一部は学術的な支援も受けている。この
プロジェクトの目的は、障害児童のための理解を促進
し、さらに障害児童と通常学級での児童が接触しやすく
ようにすることにある（Roeder２００１: １０７）。
交換授業とは、障害児童と通常学級の児童とが共同で
活動したり授業したりすることであり、数時間、あるい
は丸一日を使った一回限りの授業が重要視されている。
このような交換は、勝手に行われるわけではなく、両者
の教員が計画して、交換活動の目的と経過とを正しく設
定することが必要である（Roeder２００１: １０８）。授業の
枠組みで通常学級の生徒たちは、障害者と付き合う際の
困難とそれを避けるためにどうしたらいいのかについて
話すことで交換の準備をする（Roeder２００１: １０８）。交
換授業のあいだは、生徒たちは相互に割り振られ、話し
相手や行動相手を自分で選ぶことはできない。交換活動
の内容は、極めて多種多様であり、田植えのような農作
業から、演劇の上演、工作にまで及んでいる（Roeder
２００１: １０９）。交換教育が終わったあと、両者の生徒は
授業で感じたことを感想文に書き、その作文はそれぞれ
の学校で発表されることが多い（Roeder２００１: １０８）。
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障害者に同世代の人との交流だけでなく、学校周辺の
様々な人々との交流も可能にするために、文部省は１９８７
年にいくつかの特別支援学校に、地方自治体との交流活
動を行うように求めた。授業は、障害児童と様々な活動
をしている大人との絆として行われている。この交流で
は、障害児童が学校卒業後にも自立的で統合できる生活
を送れるように準備することが目的となっているだけで
なく、大人の障害者に対する理解も深めることも目的と
なっている（Roeder２００１: １０９）。交換教育と違って、
この活動は、授業というかたちを取らずに、場合によっ
ては学校の外で行われる。それぞれの学校は、協定先に
応じて自由に交流活動を実施するので、あるひとつのや
り方でまとめることはできない。しかしながら重要なの
は、学術的な見解を伴って意識的に準備計画した行動で
あり、決して勝手に起こるものではない（Roeder２００１:
１１０）。地域やスポーツクラブ、女性や老人グループは、
しばしばこの活動のパートナーとみなされている。学校
がこの活動の企画に極めて積極的である場合、月に２回
まで活動を開催することができるものの、しかし生徒全
員がいつでも参加するわけではない（Roeder２００１:
１１１）。
「交流活動を行うのに適したイベントには、特に運動
会、夏祭り、文化祭、ホームパーティ、音楽祭、地域の
神社やお寺の祭、盆踊り、もちつき、ハイキング、果物
や野菜の収穫、それ以外にも清掃活動やゴミ拾い、マッ
サージや鍼などの奉仕活動、普遍的な関心のあるテーマ
での発表会のようなものも含まれる」（Roeder２００１:
１０９－１１０）。どのような活動が交流のために選ばれるか
は、障害者の能力、この催しが両者の相互理解を深めら
れるかによって決まる。レーダーは、『日本の障害者―
―学校教育と職業統合の研究』という本のなかで次のよ
うに報告している。これらの共同活動をする前には障害
者との関係を殆どあるいは全く持っていなかった多くの
人間は、子どもたちに何らかの制約があるにもかかわら
ず、その生きる喜びや学習意欲の高さに驚いている」
（Roeder２００１: １１１）。この交流活動は、まず第一に障害
を持った人々に対する怖れを取り除き、その結果、普段
でも歩み寄り、場合によっては助力できるようになる。
この活動は、この出来事についての直接の話し合いや論
文のなかである復習段階をもたらす。この論文のいくつ
かは、文部省の出版物で公表されるが、しかし考慮に入
れておかなければならないのは、特に良い結果を伴った
ものが報告されることである（Roeder２００１: １１１）。
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ドイツの教育制度は、それぞれの州によって決められ
ているので、教育施設の名前や教育期間は、それぞれ異
なっている。連邦政府は、教育制度においては従属的な
役割しか演じておらず、教育計画と教育研究は各州と共
同で行っている。一般的に言えば、ドイツの教育は公立
であり、学費はかからない。義務教育は１６歳まで存在し
ている（Gries et. al.２００５: １７）。
ドイツ連邦の教育制度は、図表５でわかるとおり、第
１分野（基礎学校、特別学校）、第２分野（ギムナジウ
ム、総合制学校、実業学校、義務教育後期課程、特別学
校）、第３分野（学術系大学、専門大学、専門学校）の
３つの領域に分けられている。
１９９６年からは、３歳以上のすべての子どもは、幼稚
園、つまり就学前教育機関に入ることを要求する権利を
持つようになった。幼稚園の通園は、しかし強制的なも
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のではなく、それぞれの両親によって異なる（Gries et.
al.２００５: １７）。
教育課程は、たいていの場合６歳に、基礎学校へと入
学して始まる。児童に何らかの障害が見られる場合に
は、特別学校へと入学する。この図から読み取れるよう
に、児童は第１分野において、１年生から４年生を過ご
し、読み書き計算と、言語、社会、自然科学を勉強す
る。学習にどんな重点が置かれるのかは、州によって
も、基礎学校内部の可能性によっても異なる。基礎学校
が修了したあと、学校教育のさらなるコースが決まる。
児童は５年生から、義務教育後期課程、総合制学校、実
業学校、ギムナジウムの進学コースを選択することがで
きる。どの学校に出願するかは、（１）基礎学校の推
薦、（２）両親の希望、（３）児童の学校成績によって決
まる。とはいえ、４学年が終わったあとが最終決定では
なく、いわゆる「基礎指導段階」と呼ばれる期間中であ
れば、一度決めてしまっても、もう一度進路を変更する
ことができる。どの進学コースに選ばれるかによって、
異なった卒業証書をもらう。最も高度な教育学科として
ギムナジウムがあり、それは「アビトゥーア」（大学入
学資格試験）の合格によって修了し、第３分野である大
学へと進学することができる（Gries et. al.２００５: １８）。
ドイツ連邦の意向は、障害者の不利な立場を緩和する
ことである。この傾向は１９９４年にドイツの憲法に該当す
る基本法（Grundgesetz）の第３条の範囲が拡大された
ことによって明白になった。その条文は「何人もその障
害のために冷遇されてはならない」というものである。
聴覚障害が早く認知されるほど、よりよい成果が期待
できるので、支援学校は聞くこととコミュニケーション
に重点をおいた早期支援教育を実施している。その目的
は、聴覚障害の子どもを支援して、義務教育開始時期に
はクラスで一緒に勉強ができるようにすることである。
この支援は、３歳までの子どもに対しては早期家庭教育
として行われ、３歳から６歳の子どもに対しては、特別
支援幼稚園や普通幼稚園のなかで特別支援教育的な支援
があって行われる（Leonhardt２０１０: １５３）。
他にも聴覚障害の子どもには、支援学校と緊密に連携
した教育的・聴覚学的な相談室が設けられている。ここ
では、どの幼稚園に子どもを通わせた方がいいのか、補
聴器をどこで入手し、どうやって使うのかということを
両親にアドバイスしている（Leonhardt２０１０: １５１－
１５２）。
ドイツでは教育制度が地方分権化しているため、障害
者の教育については様々な措置が州ごとによって異なっ
ている。それぞれの州は、障害者の特殊な要求に特化し
た様々な特別学校を揃えている。普通学校で支援に必要
な条件がないために、支援を受けることができないので
あれば、基礎学校卒業後には特別学校に通うことができ
る。このことは、精神障害者だけでなく、身体障害者、
学習障害者にも当てはまる。障害によって、特別支援教
育に特化した様々な特別学校と支援学校のタイプがあ
る。学習障害者のための学校があれば、精神障害、言語
障害、聴覚障害、視覚障害、行動障害、教育指導の困難
な者、精神病者などの特別学校もある。特別学校、支援
学校だけでなく、特別教育支援の場合も、方針と授業計
画は、各州によって異なるため、全体を一瞥することは
不可能である。文化省によれば、２０１１年度には３６５,７１９
人の生徒が特別学校に通い、そのうち約１万１千人が聴
覚障害の学校に通っている（KMK,２０１２: ３）。
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すでに１９７４年には教育学者のレーヴェ（Löwe）は、
フレキシブルな聴覚障害教育の組織化に賛成していた。
つまり、統合か隔離かの二元論ではなく、その二つのあ
いだに、様々な段階が存在していることを支持してい
た。聴覚障害者には様々なグループが存在しており不均
衡なのだから、フレキシブルな組織化が必要不可欠であ
るということである（Löwe１９９２: １２３）。障害者をどの
図表５ ドイツの教育制度
参照：Seltman２０１２
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ように支援できるかをひと目でわかるようにするため
に、教育学者のアーロイス・ビューリ（Alois Bürli）
は、ピラミッド型の図を描いて、統合と分離の度合いや
障害の程度のなかで支援するための提案を説明した
（Bürli１９９７: ８７）。
図表６が表しているように、障害が重いか軽いか、あ
るいは必要とする支援が多いか少ないかによって、支援
の量は増える。その目的は、もし可能であるのなら、障
害者を通常学級に任せ、もしそうではないのなら、特別
学校に委ねるということである。障害のある生徒が、普
通学校に統合されれば、図が示すように、様々な統合の
状態がある。ドイツ全国に普及している統合授業の形式
は、単独統合、統合学級、統合学校である。さらに、バ
イエルン州、ブレーメン州、シュレスヴィヒ・ホルシュ
タイン州、ベルリンにはいわゆる長期間支援クラスと診
断クラスとがある。
ここで言及した統合授業の形態については、以下で詳
細に記述したい。
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単独統合は、聴覚障害の生徒が普通学校の通常学級へ
と統合する経過を示している。しかしこの統合形態は、
該当する学校が、聴覚障害の児童を支援するために組
織、授業計画、授業方法を変えるということを意味して
いるわけではない。この統合形態では生徒１人だけが統
合されるので、聴覚障害者がクラス内での特別支援教育
を利用することはできない。障害のある生徒が支援を受
けることができるのは、授業での兵役代替社会奉仕活動
や特別支援教育者のアドバイス、付き添いである。
単独統合は、たいていの場合、保護者、教育学・聴覚
学の相談室や学校との取り決めによって行われる。
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統合学級とは、普通学校において障害のある生徒を直
接統合するために設置された学級である。単独統合より
も授業を受ける１クラスあたりの障害児童の数は多く、
およそ１人から４人である。授業中は、最低でも１人の
特別支援教員が付き添っており、授業を支援するだけで
なく、質問や問題があった場合に、アドバイスをするこ
とができる。
アーロイス・ビューリは、統合学級を４つに区分して
いる。ひとつめの「少人数制通常学級」とは、普通学校
の通常学級よりも少ない生徒数で運用されているクラス
である。アドバイス付き通常学級では、障害者は通常の
授業に参加するものの、このクラスの教員は、特別支援
教育者からの定期的なアドバイスを受け、問題があれば
その助力を受けることができる。支援授業付き通常学級
は、聴覚障害者が充分に授業の学習についていけなかっ
た場合に補助することを目的としている。補助はたいて
いの場合、普通学校に来ている特別支援教員と共に、教
材をもう一度勉強し、それぞれの授業で習ったことを復
習、あるいは学習をさらに深めることによって行われ
る。いつどの程度、支援授業を行うのかは、支援が必要
かどうか、充分な特別支援教員がいるかどうか、時間割
りなどによって決まる。
追加授業付き通常学級は、支援授業付き通常学級と同
様であり、充分な学習の成果が上がらない場合に、補助
が行われる。支援授業とは違って、追加授業は通常学校
の外部で行われる。つまり生徒たちは追加授業を行って
いる組織や教員のもとに行かなければならない。
聴覚障害に特有の事例としては、手話を使った定期的
図表６ フレキシブルな聴覚障害教育の組織化
参照：Bürli,１９９７: ８７
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な教育がある。聴覚障害者の児童が手話通訳者の支援を
受けながら通常学級の授業に参加することができる。手
話通訳者は、聴覚障害者と健常者の世界のあいだの架け
橋となり、手話で授業内容を同時通訳したり、あるいは
聴覚障害者が表したいことを声に出して健常者に伝え
る。つまり、聴覚障害者は手話の知識を身につけていな
ければならず、さらに音声言語を習得することも望まし
い。
統合学級への登録は、支援の必要性を判断する教育局
または学校管理者の指定によって行われる。
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予防統合または逆統合は、従来の統合モデルとは全く
逆に、聴覚障害の子どもを健常者のクラスで教えるので
はなく、健常者の児童の方が、聴覚障害者の学校に入学
するというものである（Kockert２０００: ４１）。聴覚障害
者の学校は、技術的にも広さの上でも、また人員におい
ても最適な条件下にあるので、この統合には利点があ
る。通常の教育は、通常言語の環境で行われ、たくさん
の生徒が出席しているが、この点は聴覚障害者の学校と
は異なっている。健常者の生徒にとっても、少人数のク
ラス、充実した設備、教員の数の多さはメリットである
（Kockert２０００: ４１）。さらに健常者と障害者とが対面環
境で相互行為することで、相互の世界をより深く理解す
ることができるようにもなる。
しかしこのような聴覚障害者の統合方法は、ドイツで
はまだそれほど普及していない。予防統合を提供してい
る学校は、ミュンヘンにある「聴覚障害プファルツ・イ
ンスティテュート」と「ザムエル・ハイニッケ実業高
校」である。
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追加総合制高校、または共同総合制学校は、聴覚障害
学校が（通常学級である）実業学校内に併設されている
制度である。障害者と健常者の合同授業は特定の教科だ
けで行われている。このモデルの背景にあるのは、聴覚
障害学校が聴覚障害生徒のための逃げ場となっていると
いう見方である。このモデルは、聴覚障害者の生徒が、
特別教室の外部で勉強し、同じ境遇を持った子どもたち
と経験を積み重ねられると同時に、いつでも「聴覚障害
学校の安全空間」へと後退できるという環境を保障する
ものである（Kockert２０００: ４１－４２）。
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バイリンガル授業または共同授業は、追加総合制学校
と同様であるものの、しかしここでは授業の半分が健常
者の生徒と共同で行われ、残りの半分は、障害者だけの
学校（Stammschule）で行われる。このようなやり方に
よって、相互の親近感や交友関係の構築が可能になると
同時に、聴覚障害者に安全性と専門知識を障害者だけの
クラスで提供できる（Günther１９９８: ７０）。合同授業が
可能なのは、特に音楽や芸術、工作、体育などの教科で
あり、言語を中心とする教科については、それぞれの生
徒たちの需要を満たすために別々に授業することになっ
ている。このモデルが試みているのは、統合と分離が持
つそれぞれの利点を採用し、それぞれの欠点を最小化す
ることである（Kockert２０００: ４１）。
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普通学校への入学は、ドイツと日本では相互に異な
る。２００９年以降、ドイツにおいて新生児スクリーニング
検査は、公的健康保険を使って受けることができる。そ
れによって、先天的な聴覚障害を早い段階で認知するこ
とができ、それに適した支援措置を取ることができる。
これを行うのは幼児聴覚学に基づいた相談室である。診
断学だけでなく、幼児聴覚学にとっても、障害者を確認
し、補聴器の問題や、個別支援と子どもの治療、統合教
育を受ける際の支援などについて、両親にアドバイスす
るということが課題となっている（Leonhardt２０１０:
１５２）。
ドイツの単独統合の場合、すでに言及したように、特
別支援教員は授業内にいないことが多い。さらに聴覚障
害を持った生徒の不利益になりうる授業方法や授業計画
の調整は行われていない。補聴器によって障害を埋め合
わせることはできるなら、通常学級への単独統合は妨げ
にはならない。聴覚障害者は、授業内での兵役代替者に
よって付き添いを受けることができるが、２０１１年に徴兵
制が停止されたため、かなりの人員が削減されることに
なった。２０１１年７月１日から、連邦志願代替者で、人員
の一部を埋め合わせようとしたが、それはまだ充分に足
りていない。そのため、聴覚障害者を支援する人員の数
も減少している。
聴覚障害を持った子どもが、クラス内で、あるいは学
校でも独りであると、しばしば孤立の感情を引き起こ
し、「障害」を持っているというスティグマを内面化し
てしまう。たとえ障害があっても独りではないという気
持ちを伝えることが重要である。
ドイツの統合学級では、通常学級１クラスにつき、た
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いていは１人から４人の障害を持った生徒が編入してい
るが、彼らが様々な障害を持っているということに注意
しなければならないと同時に、特別支援教員は様々な障
害を持った子どもたちの支援についての基本知識を持ち
合わせているべきである。しかし、このことは聴覚障害
者との関係についての専門知識が不足しているというこ
とを意味しているわけではない。さらに、クラスの生徒
数が多すぎること、机の配置や音響が悪いなどの状況
は、聴覚障害者の子どもにとってマイナスに作用しう
る。
統合学級には様々な障害を持った子どもが通っている
ため、相対的に聴覚障害者の数は少ないものになる。し
かし、聴覚障害者だけのクラスは専門的に教育できると
いう点で利点もある。
授業への同時的な参加を可能にする手話通訳者を動員
して、通常学級へと通級させることについては、それが
健常者と聴覚障害者との内発的なコミュニケーションと
遊びとを阻害しているという批判がある。さらに手話通
訳者の存在は、障害児童の依存を生み、やる気をそぐか
もしれないし、社会にとっては大きな財政負担になる。
追加総合制学校は、聴覚障害の学校を普通学校へと編
入させているが、両者の生徒は、何時間かは一緒の授業
があるにもかかわらず、接触は少なく、本当の意味で混
ざり合っているわけではない。自分たちの安全な特別学
級の外に出て、聴覚障害者が自分から積極的に関わりを
持とうとすることによって接触が生じうる。
共同授業も同様で、両者の合同授業は確かに接触を作
るものの、それが授業以外の場所でどれくらい維持され
るのかは疑問である。
追加総合制学校の場合でも、共同授業の場合でも、重
要なのは、健常者の生徒に聴覚障害者の多面的な捉え方
を説明し、そのような障害を持った人との接し方を身に
つけることである。この説明は、学年の始業時にできる
だけ敏感で思いやりのあるかたちで行うべきであろう。
さらに社会全体では、合同授業は健常者の生徒の不利
益になりかねないという議論がある。実際にこのような
不利益がどの程度生じているのかについては、今日でも
まだ充分に一般化できるほどには明らかにできていな
い。
予防統合は、健常者の不利益は考慮されていない統合
形態である。少ないクラスの人数によって、すべての子
どもたちがそれぞれ、障害があるかどうかとは関係なし
に支援を受けることができる。しかしながら、この点で
注目しなければならないのは、このような統合形態は、
財政的にも人員的にも大きな負担を招くので、実用化さ
れたケースは極めて少ないということである。
日本でも新生児スクリーニング検査は存在している
が、しかし健康保険は使えないため、あまり利用されて
いない。日本では、障害を持った子どもを、事前に学校
のアドバイスや医療検査を受けないでも、普通学校に通
わせることができるので、通常学級に様々な障害者がい
ることがある（Roeder２００１: ９７）。保護者たちは、「障
害の拒絶、無関心、『特別なコース』（特別支援学校）に
対する不安と恥、[...]分離した学校制度の拒否」（Roeder
２００１: ７９）などの様々な理由から自分の子どもを普通
学校へと通わるため、このような状況をしばしば利用し
ている。統合プログラムのない通常学校では、クラスの
教員も多くの場合は特別支援教員としての資格を持って
いないため、障害児童は支援を充分にあるいは全く受け
ることができない（Roeder２００１: ９７）。
特殊学級は、聴覚障害者の子どもにそれぞれの必要性
に応じた支援を提供している。クラスの人数の上限は８
人までと少なく、またたいていはそれを下回っている。
そのため、自由な時間割や従来にはない新しい授業（例
えばハイキングやプロジェクト型作業）ができるもの
の、逆にクラスの人数が少ないために、社会的な接点、
例えば友だちを見つけることが困難になるという問題も
生じている（Roeder２００１: ９８）。クラスのなかでは多く
の生徒が同い年の行動を模倣することによって学習する
が、小さなクラスではその対象が不足しているだけでな
く、そのモチベーションも不足している。レーダーが指
摘しているように、教員は特殊学級を自発的に担当する
のではなく配属によって決まるので、フラストレーショ
ンやストレスが生じることもある（Roeder２００１: ９８）。
通級による指導では、障害者は、同い年の生徒との社
会的つながりを得ることができ、問題があった場合にの
み直接支援授業を受けるというやり方で、クラスへと統
合していくことができる。しかし、支援授業は生徒の通
う学校内では行われないことが多く、２つの学校を行き
来しなければならない。両親は子どもを安全に通わせる
ために別の学校まで送り届けなければならず、またその
間の交通費は支給されることがないので、時間的にも経
済的にも負担になっている（Roeder２００１: １０７）。
交流教育では、特別支援学校に通う障害を持った生徒
は、自分の通う学校の外部で社会的接触を得ることがで
き、様々な共同の活動によって、「ふつうの」子どもた
ちとの交友関係を築くことができる（Roeder２００１:
１０８）。しかし事前に綿密に計画された一回限りの活動
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で、どれほど偏見が取り除かれるのか、途絶えていた社
会的接触が発展するのかは、疑問である。さらに、この
ような交流教育には他の普通学校が選び出されるので、
確かに障害者は「ふつうの」子どもたちとの接触を持つ
が、しかし「ふつうの」子どもにとっては、障害のある
子どもと親しくなることは稀である（Roeder２００１:
１０９）。
一般的には、日独の統合教育には２つの根本的な問題
があることをここでは指摘することができる。すなわ
ち、（１）日常性の欠落、（２）教員と特別支援教員の不
足である。
日常性の欠落とは、統合可能な状況はしばしば時間的
に極めて限定されており、定期的には生じることはない
ということである。いわゆる障害者と健常者が相互に接
触を持つ「健常なルーティン」が発展するべきであろ
う。このような日常性を通じて、綿密に計画されたイベ
ントの強制性も減少する。最初のイベントは、しばしば
不自然で心地の良いものではないと感じられることが多
いが、長期間続けていれば、信頼と理解とが発展する
（Roeder２００１: １１３）。さらに、日常性を作りだすのに重
要なのは、健常者が聴覚障害者について説明を受けるこ
とであり、聴覚障害者との関係を学ぶことである。そう
しなければコミュニケーションがストップしてしまうで
あろう。
日本における統合教育で最も大きな問題は、教員の養
成である。１９９４年の調査によると、日本では小中学校の
特別支援学級の教員のうち、特別支援教育資格を持って
いるのは、４４.０６％だけであり、地域間では２０％から８０％
の開きがある（Roeder２００１: ９０）。レーダーは、日本で
は徐々に資格取得者が増えてきているものの、長期的な
観点からみれば抜本的な解決には至らないと推定してい
る。なぜなら、特別支援学校の生徒は、通常学級にとど
まり続けているからである（Roeder２００１: ９１）。
ドイツでは単独統合や統合学級のある普通学校での教
員は、特別支援教育能力を身につけなければならず、ど
のような補助手段、例えば授業内での視覚装置の利用、
騒音減少、席順の最適化、唇の動きの可視化などを使う
かを調べている。
ドイツでは特別支援教員の資格は、大学での専門的な
勉強と、卒業後に大学内の教員検定試験合格で取得でき
る。大学では、様々な障害のうちでひとつを専攻するこ
とが多い。教育政策は州ごとに異なるので、全国の特別
支援教員数および普通学校で採用されている特別支援教
員数を明確に把握することは難しい。しかし各州の統計
は存在しており、例えばニーダーザクセン州を見てみる
と、普通学校にいる特別支援教員の数は、特別学校より
も少ないということがわかる。学校政策担当広報官であ
るイーナ・コルター（Ina Korter）の発表よると、支援
を必要としている子ども１人につきどのくらいの時間を
教員は指導しているかについて、平均で３.９時間であ
り、普通学校では平均３.１時間だったが、基礎学校の場
合は２.４時間しかなかった。そのような不平等な時間の
割り当ては、障害者を包摂するのに悪影響を与えている
であろう。
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聴覚障害児童を統合する考えは日本の学校制度にもド
イツの学校制度にも根づいており、授業のあり方を決め
る様々な統合モデルがある。どのような支援方法を取る
かは、障害の程度、財政手段、学校のサービス、子ども
の通学能力、両親と教員の参加の度合いなどによって異
なる。しかし障害者に対する支援プログラムをどんなに
多く提供しても、その質が悪ければ充分な効果は得られ
ない。統合授業の質は、最終的には教員の参加と協力と
理解にかかっている。
日本の学校制度は、近年柔軟になっているものの、し
かしさらに柔軟にするべきである（Leonhardt２００９:
１５３）。例えば、義務教育中に提供されている障害者の学
校形態の流動性（Mobilität）は著しく制限されており、
選択の余地を狭めている。なかでも特に注目すべきなの
は、クラスで障害児童を受け入れる特別支援教育教員の
養成および高等教育である。ドイツの学校システムも、
近年統合教育に対する考え方は強まっており、統合教育
サービスの充実を図っているものの、まだ発展の余地は
残されている。州ごとに異なる様々な学校政策によって
統合教育の内容が不鮮明になっていることが批判されて
もいる。日本と同様、ドイツでも特別支援教員の養成は
大きな注目を浴びており、支持されている。
日本もドイツも、障害者を社会や教育制度へと編入さ
せることに関心を持っているということは確かであろ
う。聴覚障害者は、教育制度全体で様々な統合の可能性
を利用することができるが、様々な統計が示しているよ
うに、改革の余地のある欠点を示している。例えば、予
防統合のコンセプトは、包摂の可能性を示しているもの
の、しかし高い財政負担と人員不足によって、一部しか
実現していない。日独両国で、まずは現在考えられてい
る統合モデルを制度化し、さらに拡充できるような条件
が作られなければならない。
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日独の学校制度における聴覚障害を持った子どもと若
者の統合は、近年では発展しているが、様々な不足点が
あるために完全な統合とは何なのかについて充分に議論
されていない。日独の教育システムは、統合に向けたプ
ログラムを用意しているものの、いまだに不充分であ
る。すでに述べたように（１）日常性の不足、（２）教
員、特別教員の制度に改善の余地があるという２点であ
る。これらが改善されれば、日本もドイツも、教育制度
の完全な統合について議論できるようになるだろう。イ
ンクリュージョンとノーマライゼーションは、統合を高
めるが、私見では、まだそれを達成してはいない。
学校制度だけでなく、学校卒業後の聴覚障害者の状況
も考慮されるべきである。日本もドイツも、聴覚障害者
の職業状況に関する包括的な調査はほとんどない。学校
は、のちの職業生活のための準備であると考えられてい
るので、この研究領域に対してはさらに注目されるべき
であろう。
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